
令和８年度牛久市住宅防犯設備機器設置補助金の交付に関する告示  

 

 

令和 ８年 ７月２９日  

告示第  １５０  号  

 

 

（趣旨）  

第１条 この告示は、物価高騰に対する消費下支えとして、自主的な防犯活動を支

援し、地域の防犯力向上と安心して暮らせるまちづくりを推進するため、住宅防

犯設備機器の購入及び設置を行う市民に対し、予算の範囲内において令和８年度

牛久市住宅防犯設備機器設置補助金（以下「補助金」という。）を交付するものと

し、当該補助金の交付に関し、牛久市補助金等交付規則（平成３年規則第７号）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。  

（補助対象者）  

第２条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号

に掲げる事項の全てに該当する者とする。 

 (1) 申請日時点において、牛久市の住民基本台帳に記録されている者  

(2) 申請日時点において、本人及びその者と同一の世帯に属する者に市民税、固

定資産税、都市計画税、軽自動車税、国民健康保険税、介護保険料、後期高齢

者医療保険料、保育料、保育園給食費、学校給食費、幼稚園給食費、児童クラ

ブ負担金、下水道使用料及び市営住宅使用料（以下「市税等」という。）の滞納

がないこと。  

(3) 本人及びその者と同一の世帯に属する者が、この補助金の規定に基づく補助

金の交付の決定を受けていないこと。  

(4) 補助金の申請を行おうとする住宅防犯設備機器の購入及び設置費用につい

て、国又は地方公共団体が行う他の補助制度による補助を受けていないこと。  



 （補助対象機器）  

第３条 補助の対象とする住宅防犯設備機器（以下「補助対象機器」という。）は、

令和８年９月１日から令和９年２月２８日までの間に、市内に所在する店舗又は

事業所（以下「販売店等」という。）において新品で購入した別表に掲げる機器の

うち、補助金の交付申請時点において設置が完了している機器とする。ただし、

設置する住宅が賃貸の場合は、設置について住宅の所有者に同意を得たものに限

る。  

（補助金の額等）  

第４条 補助金の額は、補助対象機器の購入及び設置に要する費用から次に掲げる

経費を除いた額に２分の１を乗じて得た額とし、２万円を限度とする。  

(1) 配送に係る経費  

(2) 商品券、割引券、クーポン券又は販売店等のポイントで支払った経費  

２ 前項の規定により算出した額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これ 

を切り捨てるものとする。  

３ 補助金の交付は、１世帯あたり１回限りとし、複数台購入した場合は、その金

額の合計とする。  

（補助金の交付申請等）  

第５条 補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「申請者」という。）は、

令和８年度牛久市住宅防犯設備機器設置補助金交付申請書兼請求書（様式第１号）

に、次に掲げる書類を添えて、令和８年９月１日から令和９年２月２８日までの

間に市長に提出しなければならない。  

(1) 補助対象機器の購入者、購入日、購入店舗又は事業所の名称及び所在地、購

入及び設置に要した費用並びに支出の内訳が記載された領収書等の写し  

(2) 補助対象機器の製造者が発行した当該補助対象機器に係る保証書の写し等

補助対象機器の情報（製造者、商品名、型番等）が確認できる書類  

(3) 振込先金融機関名、支店名（支店番号）、口座番号及び口座名義が確認できる

書類（申請者名義のものに限る。）  



 (4) 補助対象機器の設置状況が確認できる写真  

(5) 申請者の氏名、住所及び生年月日が確認できる公的機関が発行した書類の写

し 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類  

２ 前項の規定にかかわらず、申請者は、書面による申請に代えて、市長が指定す

る電子申請（市の機関の使用に係る電子計算機と申請者の使用に係る電子計算機

とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用して行う申請をいう。）の方

法により補助金の交付申請を行うことができる。  

３ 市長は、交付申請を先着順に受け付けるものとし、受け付けた補助金の交付申 

請額の合計が予算の範囲を超えるときは、その受付を停止するものとする。ただ

し、同日に複数の交付申請があった場合であって、それらの交付申請の全てを受

け付けると補助金の交付申請額の合計が予算の範囲を超えることとなるときは、

それらの交付申請は同着とみなし、抽選によって、当該同着の交付申請のうちい

ずれを受け付けるか決定するものとする。 

（補助金の交付決定等）  

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、速やかにその内容を審査

し、適当と認めるときは、補助金の交付及びその額を決定し、令和８年度牛久市

住宅防犯設備機器設置補助金交付決定通知書（様式第２号）により申請者に通知

するものとする。この場合において、市長は、必要に応じて条件を付することが

できる。  

２ 市長は、前項の規定による審査の結果、補助金の交付を不適当と認めるときは、  

令和８年度牛久市住宅防犯設備機器設置補助金不交付決定通知書（様式第３号）

（以下「不交付決定通知書」という。）により申請者に通知するものとする。ただ

し、市長は、前条第３項ただし書の規定により抽選を行った結果、落選となった

者に対する結果の通知は不交付決定通知書による通知をもって代えるものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により補助金の交付及びその額を決定したときは、速やか  

に補助金を交付するものとする。  



（交付決定の取消し） 

第７条 市長は、前条第１項の規定による決定通知を受けた申請者（以下「交付決

定者」という。）が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の交付

決定の全部又は一部を取り消すことができる。  

(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(2) 補助金の交付決定の条件に違反したとき。  

(3) 前２号に掲げるもののほか、この告示の規定に違反したとき。  

（補助金の返還）  

第８条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、

当該取消しに係る部分について既に補助金が交付されているときは、期限を定め

てその返還を命ずるものとする。  

（財産の処分の制限） 

第９条 交付決定者は、補助金により取得した補助対象機器を当該交付決定の日か

ら起算して５年間、返品し、譲渡し、交換し、貸し付け、転売し、廃棄し、又は

担保に供してはならない。ただし、天災等による破損等自己の責めに帰すべき事

由以外により補助金の交付を受けた機器を処分する場合にあっては、この限りで

ない。  

（その他）  

第１０条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。  

 

 

 

附 則  

（施行期日）  

１ この告示は、令和８年９月１日から施行する。  

（この告示の失効等） 

２ この告示は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日以前に



第６条第１項の規定により補助金の交付の決定を受けた者に係る第７条から第９

条までの規定については、同日後もなおその効力を有する。  

別表（第３条関係） 

機器名称 定義・要件 

防犯カメラ 補助対象者が現に居住している住宅の敷地内（屋外に限る。）

に設置する録画機能付き防犯カメラ（録画に使用するＳＤカー

ド等の記録媒体を含む。）。ただし、やむを得ず住宅の敷地外が

撮影範囲に入る場合は、撮影範囲に入る住宅その他の物の所有

者又は使用者に事前説明を行い、同意を得ていること。 

宅配ボックス 補助対象者が現に居住している住宅の敷地内に設置するダイ

ヤル錠等による盗難防止機能を有している宅配ボックス（アン

カー、ワイヤー等で固定されているものに限る。）であって、

宅配業者による使用が常時可能なもの 

 

 

 


